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2020 年 3 月 26 日 

 

 

 

 

 

「鳥取市民体育館再整備事業」の事業契約締結について 

 

当社のグループ会社（グループ中核企業）である株式会社合人社計画研究所は、鳥取市の PFI 事業（※

1）である「鳥取市民体育館再整備事業」に関し、2019 年 12 月 23 日に同社を代表企業とするグループ

にて優先交渉権を獲得していたところ、今般、2020 年 3 月 25 日付で、合人社計画研究所が出資する特

別目的会社「PFI 鳥取市民体育館株式会社」が鳥取市と事業契約を締結する運びに至りました。 

今後、2023 年 6 月の開館に向けて設計・建設を行い、以降 15 年間にわたり維持管理運営業務等を進

めていくことになります。 

本事業は、老朽化に伴い建て替える市民体育館の整備と管理運営を請け負う事業です。体育館の建て

替え・整備・運営を PFI 事業で実施するのは、中国地方では初めての取り組みとなります。 

なお、当社グループの PPP/PFI 事業の参画は、本事業で 48件め（※2）です。 

本件事業の詳細は下記の通りです。 

 

※1 PFI 事業：プライベイト・ファイナンス・イニシアティブ。公共施設等の設計、建設、維持管理及び運営に、民間の資金とノウハ 

ウを活用し、公共サービスの提供を民間主導で行うことで、効率的かつ効果的な公共サービスの提供を図るという考え方。 

（日本 PFI・PPP 協会ホームページより抜粋） 

※2 事業期間が終了した後に再受託したものを含めると 52 件 

 

 

 

記 

 

1．事業名 

鳥取市民体育館再整備事業 

2．発注者 

   鳥取市 

3．事業場所 

   鳥取市吉成三丁目 1番 1号 

4．事業期間 

設計・建設期間 2020 年 3 月 25 日～2023 年 3 月 31 日 

開業準備期間 2023 年 4 月 1 日～2023 年 5 月 31 日 

維持管理・運営期間 2023 年 6 月 1 日～2038 年 3 月 31 日 
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5．事業の概要 

鳥取市民体育館の整備及び維持管理運営 

    ※完成イメージは別紙 

6．契約金額 

5,499,986,479 円 

（うち取引にかかる消費税及び地方消費税の額 491,600,000 円） 

7. 事業方式 

PFI 法に基づく BTO（Build Transfer and Operate）方式。 

PFI 事業者が施設を建設（Build）し、その後、一旦施設の所有権を公共に移管（Transfer）し

た上で、事業者が施設を管理、運営（Operate）します。 

8. 事業者 

名 称：PFI 鳥取市民体育館株式会社 

（本事業のための特別目的会社（SPC）） 

所在地：鳥取県鳥取市南吉方一丁目 114 番地 3 エステートビルⅡ 3-3 号 

代表者：山本 計至（株式会社合人社計画研究所 取締役） 

資本金：1,000 万円 

出資者： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 参考：SPC への出資を行わない「協力企業」として、株式会社昭和設計（代表取締役：千種

幹雄、所在地：大阪府大阪市）が参画 

 

9．株式会社合人社計画研究所が担当する業務 

事業マネジメント、維持管理業務、特別目的会社（SPC）の運営管理 ほか 

 

以上 

 

出資者（代表者） 所在地 出資割合 

株式会社合人社計画研究所（代表取締役：福井 滋） 広島県広島市 51％ 

株式会社安藤・間（代表取締役：福富 正人） 東京都港区 22％ 

美津濃株式会社（代表取締役：水野 明人） 大阪府大阪市 15％ 

ミズノスポーツサービス株式会社（代表取締役：篠村 嘉将） 大阪府大阪市  5％ 

株式会社藤原組（代表取締役：藤原 正） 鳥取県鳥取市  3％ 

こおげ建設株式会社（代表取締役：山根 敏樹） 鳥取県八頭群  3％ 

有限会社アーキテック（代表取締役：澤 健一） 鳥取県鳥取市  1％ 
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